



Discloser and Audit by Auditor and Accountant 


















































































(5 ) 大和銀行事件・大阪地判平成12・9・30判時1721号3頁， JCO臨海事故事件・




























のものを含んでいた (2005年前商法281条1項3号，周商法施行規則44条2項， 103 
条，以下， 2005年前商法を旧商法と呼ぶ)。しかし会社法では会計に関する部分



















を受けた施行規則 98条 l項 5号，会社法 362条 4項 6号号受けた施行規則























































































































































































































































































































































































































































































































































(36) 川村・前掲注(16)166頁，神田秀樹『会社法 第十三版~ 198頁(弘文堂i
2011)。
























(38) 野村修也「シリー ズ・内部統制の有効な構築に向けて(1) 内部統制に係る法制上
































































































































は， IV監査活動の状回のうちの問 35-1から 6が直後に関係することになろう。
まず， Iグループ監査役連絡会などの設置の有無」について，全体(ただし，
「子会社を有する」会社のみが回答対象)で 40.3%が設けており「連絡会の位置付
け・性格(複数回答)Jとして， Iグループ内監査役の相Eの情報交換の場」が 92
%と圧倒的に多い。監査上の情報収集の方法ということでは，親会社の「監査
役による往査」が全体で 68.2%，ついで「内部監査部門等からの報告J58.3%， 
「子会社管理部門からの報告J48.0%の順になっている。
「監査役の往査jが第 l位であることは，それだけ親会社監査役が企業集団
内の監査に関する情報の収集に熱心であるといえ，その積極的な行動は高く評
価されてよいと思われる。また，企業集団内での監査役連絡会が相当程度の会
社でみられることも，集団内内部統制の整備・運用とその監査という観点から
みた場合札重要なこととして留意しておくべきであろう。他方で， I親会社
の役職員又は監査役が子会社監査役を兼務することにより，情報収集能力を確
保するケース」も 40%を超えており，親子会社聞の兼職を活用するケースも
少なくはないようである(制。企業集団内の情報収集の面で便宜ではあっても，
そのような兼職が広汎に行われることが，企業の健全性の実現ないし確保とい
う企業統治の観点全体からみた場合に，はたして適切・妥当であるかはもちろ
ん問題ではあろう。
この小論では，企業の集まり全体の内部統制はいかにあるべきかという問題
(4の 月刊監査役534号 (2007)。調査対象会社数は，監査役設選会社については同協
会の会員会社5，641社，委員会設置会社については，同協会の会員会社67社と非
会員会社43社(合計 110社)であり，回答会社数は，監査役設置会社 3，877社
(回答率68.7%)，委員会設置会社67社(同 60.9%)であったという。問協会は，
同種の調査を 2001年にも実胞しており，両者の比較も可能な限り行うことによっ
て，監査役制度の運用の“進化"を捉えるとともに，“課題"を浮き彫りすること
に努めたという。前掲・同誌の「はじめに」より。
(48) 前掲注(46)133頁。なお，この調査結果のうち企業集団内の情報収集に関しては，
上遠野恭啓「監査役・監査委員会制度の運用実態に関する調査結果の概要」別冊商
事法務No.322，46頁 (2008)も参照のこと。
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意識のもと，その開示とそれと緊密な関係にある監査の問題について，いくつ
かの事項を挙げて多少の検討を試みた。しかしながら，日本では企業集団に関
する包括的で体系的な規整がないことが，内部統制とその開示ないし監査をよ
り一層充実させようとする場合に，大きな障援として立ちはだかっているよう
に思われる。
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